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経営協議会開催

連結経営のより一層の強化を！！
○ ＪＲ四国グループ事業計画２０２２

Ｇｏｏｄ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ
○ ２０２２年度事業計画
○ ２０２２年度営業施策について
○ 増収キャンペーンについて

ＪＲ四国労組は、３月１１日に行った経営協議会において、上記の内容に関し説

明を受け、協議を行った。

【ＪＲ四国グループ事業計画２０２２ Ｇｏｏｄ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ】

当社グループは、将来のありたい姿の実現に向けて、持続可能な経営体質の構築によ

る経営自立を目指す「長期経営ビジョン 2030」及び「中期経営計画 2025」（以下、「長

期経営ビジョン等」という）に取り組んでいる。長期経営ビジョン等の２年目を迎え、

連結経営をより一層強化していく観点から JR 四国単体の事業計画に加え、「JR 四国グ

ループ事業計画 2022」を策定し、公表することとした。

長期経営ビジョン等は新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という）の影響

を考慮しておらず、前提となる経営環境は大きく変化している。この変化を克服し、目

標達成を図るべく、「JR 四国グループ事業計画 2022」に取り組み、経営改善を加速する

こととする。

計画では、経営環境の変化を踏まえ、グループ全体に共通する各種施策の方向性とし

て、グループ基本方針を定めている。また、2022 年度を感染症の影響による低迷から

の回復期と捉え、基本方針に基づく次の３点を重点項目として、各種施策にグループ一

体となって取り組む。

① 収益のリカバリー

   コロナ禍以前の収益水準への回復を目指す

② 構造改革の継続

   生産性の向上、前向きなチャレンジが評価される文化の醸成を図る

③ 非鉄道事業における最大限の収益拡大

   既存事業の収益性向上と事業領域の拡大による外部収益の拡大を目指す

長期経営ビジョン2030では、「Good Challenge」を掲げ、「変えること」への前向き

なチャレンジが評価される文化の醸成を目指している。引き続き、取り組む課題は山積

しているが、支援措置を最大限活用し、従来のやり方、組織風土に捉われない、様々な

「Good Challenge」を積み重ねていく。これにより市場に受け入れられるサービスの創

造、コスト削減、業務の徹底的な見直しによる生産性の向上を図り、経営基盤を確立す
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ることで、中期経営計画の目標達成、長期経営ビジョンに掲げる連結売上高600億円の達

成を目指す。
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【２０２２年度事業計画】

2021年度は、長期経営ビジョン等の初年度として、支援措置を活用し、「鉄道運輸収

入の安定的な確保」「省力化・省人化による生産性向上」「非鉄道事業における最大限

の収益拡大」を３つの柱として経営基盤強化につながる施策を推進した。また、５カ年

推進計画に基づき、地域と一体となって持続可能な鉄道網の確立に向けた取組みをスタ

ートした。

しかしながら、感染症は収束せず、厳しい状況が継続するなか、感染症拡大防止対策

を徹底しつつ、賞与の減額、不急の施策の先送り等のコスト削減、経営安定基金運用益

を上積みしたものの、営業収益の減少は年度初の想定を大きく上回り、2021年度の鉄道

運輸収入、営業損益、経常損益は、2020年度に次ぐ過去2番目に低い結果となる見込みで

ある。

2022年度は、感染症の収束が見通せないものの、経済活動の正常化に向けた動きが進

む1年になると想定される。このようななか、当社は、長期経営ビジョン等を着実に進め

るため、グループ事業計画と同様に次の３点を重点実施項目として、各種施策に取り組

む。

① 収益のリカバリー

② 構造改革に向けた取組み

③ 非鉄道事業における最大限の収益拡大

感染症の影響により依然として厳しい経営環境が続いているが、皆様から四国を代表

する企業グループとしての力強い飛躍を期待されていることを踏まえ、現状に甘んじる
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ことなく良質な緊張感をもって事業運営にあたる。これまでと同様に「安全の確保」を

事業運営の根幹にすえ、経営自立に向けて最大限の「収支の改善」と「収益の拡大」を

図るなど、経営改善の取組みをより一層加速化させるとともに、コロナ禍を奇貨とし

て、新しく創っていく、大胆に変えていく、「第二の創業期」ととらえ、各種施策にグ

ループ一体となって取り組むこととする。

○ 収支計画

（単位：億円）

２０２１

事業計画

２０２２

事業計画

鉄道事業

営業収益 ２１０ １９６

うち運輸収入 １７９ １６９

営業費用 ３７９ ３８７

うち人件費 １３３ １３２

うち業務費 ６５ ７０

うち修繕費 ７７ ８３

うち減価償却費 ７６ ７１

営業利益 ▲１６９ ▲１９１

非鉄道事業

営業収益 ２１ ３８

営業費用 ２０ ３６

営業利益 １ ２

全事業営業利益 ▲１６８ ▲１９０

営業外利益 １２５ １６２

うち経営安定基金運用益 ８６ １２１

経常利益 ▲４４ ▲２８
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【２０２２年度営業施策について】（詳細は別紙１参照）

２０２２年度営業施策の二本柱

① 需要回復 ＝ コロナ前の水準への早期回復を目指す取り組み
  ○ アフターＤＣの実施及び大型イベントとの連携

  ○ 観光列車の更なる展開

  ○ 特急列車利用等回復に向けた取り組み

② スマート改革 ＝ 将来を見据えた四国モデルの確立に向けた取り組み
  ○ 運賃・料金等の改定、座席施策による収入拡大

  ○ デジタルを活用した新販売体制の構築・定着化

  ○ モビリティ間、自治体、事業者等との連携強化

「①・②」に加え「従来施策の継続・拡大」により

現時点では感染症の影響を見通すことは難しい不透明な状況であるものの、「二本

柱」を中心とした取り組みにより、

鉄道運輸収入 １６９億円 旅行業収益 ２．５億円
   の確保を目指す。

【発第６８号「営業施策に関する付議」について】

１ ２０２１年度鉄道運輸収入の現状及び通期見通し並びに、検討を行っている運

賃改定について進捗状況を明らかにされたい。

【普通収入】

第３四半期に感染症が落着き、移動制限措置が解除されたことや四国デスティネーシ

ョンキャンペーンが開催されたこと等により前年を上回り推移していますが、感染症の

影響がない前々年比では５割に満たない水準で、計画比でも約７割と大変厳しい状況と

なっています。  

【定期収入】

前年は休校等があったことから、前年を上回り推移していますが、前々年比では９割

程度の回復状況となっています。

以上の結果、合計収入は以下のとおりです。

純収入（１月累計）

対前年 113.7％（＋1,343百万円） 対前々年 56.2％（△8,689百万円）

対計画 75.3％（△3,651百万円）

【通期見通し】

第６波の感染拡大により全国でまん延防止等重点措置が適用され、年明け以降、再び

出控えによる定期外収入の減少が続いておりますが、直近の傾向で推移すると想定した

場合、前年度を10億円程度上回る見込みです。

【運賃改定の進捗状況】

運賃改定の実施に向け、実施時期、実施の規模等について国土交通省鉄道局との間で

検討を進めている段階です。

２ 各線で運行している観光列車及びイベント列車の誘客効果を明らかにされたい。

また、４月から「新たな伊予灘ものがたり」が運行を開始するが、観光列車を活

用した誘客施策について会社の考え方を明らかにされたい。
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2021年度ものがたり列車累計乗車率は70.0％、乗車人員は30,400人で推移していま

す。このうち関東・関西をはじめ、四国外のお客様にも一定数ご利用いただいていると

考えています。

次年度は引き続き地域との連携を図りつつ、四国の魅力発信に努め、鉄道運輸収入の

さらなる拡大に努めます。具体的には以下の施策を沿線地域と連携して進めてまいりま

す。

2022年度春の「２代目伊予灘ものがたり」デビューに向けて、新たに設定した「フィ

オーレスイート」の販売促進などのスタートダッシュを図ります。

「四国まんなか千年ものがたり」では、５周年記念として様々な企画を展開すること

で、情報発信を行い利用促進に努めます。

「志国土佐 時代の夜明けのものがたり」では地域と連携し、東部（ごめん・なはり

線）での運行とともに、西部（高知～窪川）運行の定着化に努めます。

また、2代目「伊予灘ものがたり」は特急列車とし、1室あたり28,000円を収受するグ

リーン個室（フィオーレスイート）を設置しました。「四国まんなか千年ものがたり」

についてもグリーン料金を改定し、単価を上げることによる増収を図ります。

以上の施策を着実に実施することにより、１人でも多くのお客様に四国に訪れていた

だけるよう、努めてまいります。

３ 『長期経営ビジョン2030』『中期経営計画2025』の中で「地域等関係者との

連携・協力」と謳われているとおり、地域と連携した取り組みは重要である。地

域と連携した観光需要創出や旅客需要回復に向けた方策と今後の展開を明らかに

されたい。

魅力ある商品の開発やブラッシュアップ、そのＰＲ・販売促進において地域と連携す

ることで、交流人口の拡大、収入の拡大に繋げていきます。

2022年度は特に４～６月において、「四国アフターデスティネーションキャンペーン

（アフターＤＣ）」を開催します。このアフターＤＣを通じて、四国ツーリズム創造機

構や四国４県を始めとした地域と連携しながら、より魅力ある四国の素材やコンテンツ

をお客様に提供していきます。

ＪＲ四国としても、観光列車のさらなる付加価値の向上を図るとともに、観光列車と

地域の魅力を兼ね備えた旅行商品やお得で便利なチケットなど魅力的な商品を設定し、

四国への来訪、四国島内の周遊を促進していきます。

さらには、時期を同じくしてスタートする「瀬戸内国際芸術祭2022」や「えひめ南予

きずな博」といった大きなイベントとも連携することで来訪者の拡大を目指します。

４ コロナ禍の影響により特に落ち込んだ鉄道に関するビジネス需要の喚起に向け

た今後の施策について会社の考え方を明らかにされたい。

ビジネス回復に向けては価格、感染対策に加え、サービスなどの利便性が重要と考え

ており、これまでも車両への電気コンセントや無料Wi-Fiの設置に加え、e5489やチケ

ットレス特急券など駅に来なくても指定券が購入できる仕組みを構築し利便性を高めて

きたところです。

2022年度は、「スマート改革プロジェクト」や「特急列車利用回復キャンペーン（仮

称）」を実施し、これらの利便性を再度お客様に訴求することでご利用の回復に努めま

す。
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５ 駅においてはアシストマルスの設置駅が拡大するなど、厳しい要員需給のなか

でもサービス水準を維持した効率化が図られていると認識する。今後の駅・ワー

プの業務運営体制のあり方及び旅行業事業の展開について明らかにされたい。

全社的な人手不足の中、駅においても要員需給が厳しくなっています。今後も営業時

間の短縮や無人化等を検討するとともに、「みどりの券売機プラス」の設置拡大や、ス

マホアプリやQRコード等を活用したチケットレスサービス導入、WEB販売強化等など、

デジタルを活用した新たな販売体制の構築・定着化を目指し、省力化・省人化とサービ

ス水準の維持・向上を図りたいと考えています。合わせて、運転設備の改良や駅管理業

務の効率化・外注化などにより負担軽減を図ります。

また、省力化・省人化とサービス水準の維持・向上の両立を目指して導入した「みど

りの券売機プラス」「e5489チケットレス」や今後導入する「新チケットシステム」等

については、お客様に利便性や使い方を周知するとともに、駅などの社員にも業務知識

を獲得してもらう「スマート改革プロジェクト」を実施し、導入の効果が最大限発揮さ

れるように努めます。

旅行業事業においては、WEB販売やユニット商品造成・販売の強化等を図りつつ、店

舗体制の最適化を検討していきたいと考えています。

６ 導入から間もなく１年が経過する指定席特急券のチケットレスサービス及びア

プリを活用したデジタルチケットサービスのご利用状況を明らかにするとともに、

チケットレスサービス及びキャッシュレスサービスの拡大に向けた進捗状況及び

今後の展開を明らかにされたい。

e5489のチケットレスサービス(※)は、サービス開始以降一定のご利用をいただいて

いるほか、四国DC期間中に発売した「四国DC満喫きっぷ」は、約4,300件の発売実績の

うち半数以上の約2,300件がデジタルチケットご利用であったこと等、デジタルチケッ

トサービスへの関心や利用が高まっていると考えています。

e5489におけるチケットレスサービスの他、四国管内完結の乗車券、自由席特急券、

定期乗車券及び特別企画乗車券等を取り扱うスマートフォンアプリを活用したチケット

レスサービスを2022年度中に開発します。

このスマートフォンアプリは、“いつでも、どこでも”キャッシュレスできっぷが購

入できるアプリで、きっぷの購入はクレジットカード決済、きっぷのご利用はスマート

フォンの画面上に券面を表示し、これまでのきっぷと同様に係員に提示いただくことを

想定しています。

(※)チケットレス特急券（マリンライナー除く）は、普通車指定席用が2021年3月13

日、グリーン車用が2021年11月10日操作・利用分からの設定。

７ 『長期経営ビジョン2030』では、連結売上高600億円を目標に、ホテル事業や

マンション事業などの非鉄道事業部門における収益拡大に取り組んでいるが、グ

ループを含めた非鉄道事業部門の現状と今後の展開を明らかにされたい。

2021年度よりセグメント別に経営管理を進めており、特に「ホテル」「駅ビル・不動

産」「飲食・物販」を重要セグメントと位置づけ、必要に応じて外部能力を活用しなが

ら推進しています。
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ホテルセグメントについては、昨年開業した「クレメントイン今治」をはじめ、既存

施設の着実な運営を進めつつ、四国外への進出も視野に出店拡大の検討を進めていきま

す。

駅ビル・不動産セグメントについては、高松駅ビル・松山駅周辺の開発を進めていく

ほか、マンション事業においては、高松・松山・岡山での大手不動産会社との共同プロ

ジェクトによる販売、高松市天神前では、自社グループ単独での販売を行う等、収益拡

大に向けて取り組んでいきます。さらに、分譲だけではなく賃貸物件についても社有地

の活用を中心に検討していきます。

飲食・物販セグメントについては、既に㈱めりけんやについて外部専門家による収支

改善や新店舗（伏石店）の開業など再建を図っていますが、引き続き、お客様のニーズ

に柔軟に対応しつつ安全・安心で高品質なサービスを提供し、市中展開も視野に事業の

可能性を多角的に捉えチャレンジしていきたいと考えています。

また、2022年4月から徳島駅ビルの施設管理業務をよんてつ不動産㈱に集中させ、そ

こで得られるノウハウを活かしながら、部外進出を図る「ＰＭ（プロパティ・マネジメ

ント）事業」を本格化させていきます。

今後とも、中長期的な目標達成に向け、非鉄道分野の成長が将来のカギを握るとの認

識のもと、引き続きグループ一体となって取り組んでいきます。

８ 高松駅、松山駅における駅ビル開発では、「街の『顔』となり、人が集い、に

ぎわいあふれる拠点を目指したまちづくり」に取り組んでいるが、駅ビルの進捗

状況及び人流活性化に向けた計画を明らかにされたい。

高松・松山とも県都の玄関口として当社にとっても重要な開発プロジェクトであり、

地域の方々と駅利用者のほか、観光やビジネスでの来訪者にとっても魅力的な商業施設

となるよう、リーシング等に鋭意取り組んでいます。

高松駅ビルのイメージは報道発表のとおり。松山駅については関係機関とも協議しつ

つ計画していきます。

９ ２０２２年度の増収施策について明らかにされたい。

2022年度は鉄道150周年という節目の年であり、JR６社で鉄道の利便性を改めて告知

していくことで、鉄道を見直してもらう鉄道回帰の年にしたいと考えています。

また、『「しおかぜ」「南風」運行開始50周年キャンペーン』の実施や「アフターD

C」の開催に加え、「瀬戸内国際芸術祭2022」や「えひめ南予きずな博」などの地域の

キャンペーンと連携を図り、四国内はもとより四国外からも多くのお客様に四国へ足を

運んでいただけるよう努めます。

さらに、2021年に導入したe5489チケットレスや、今後導入する「新チケットシステ

ム」により、わざわざ駅に行かなくてもきっぷが購入できることで、きっぷ購入の機会

を増やします。

このほか、４月には一部のトクトクきっぷの見直しを行いますが、第２弾も計画して

おり、「新チケットシステム」の導入に合わせてトクトクきっぷや回数券を大幅に見直

して増収を図りたいと考えています。



ＪＲ四国労組ニュース
令和４年３月３１日（Ｎｏ２２／９終） 発行責任者／大谷 清  編集責任者／石川 敏也

【２０２２年度「四国再発見増収キャンペーン」及び「利用促進キャンペーン」の

展開について（別紙２参照）】

新型コロナウィルス感染症による厳しい収入状況が続いている中、長期経営ビジョン

2030で掲げる、「連結売上600億円」の達成に向け、2022年度は「四国アフターデステ

ィネーションキャンペーン」等の開催を契機とした積極的な営業施策を展開し、収益の

確保に向けて取り組むこととする。

また、本施策では、会社が展開するキャンペーン等と連動した施策の展開や、社員向

け商品の充実を図ることで、社員の参加意欲を高め、施策の実効性を高める。

ついては、ＪＲ四国グループ会社を含め全社員が一丸となり、「四国再発見増収キャ

ンペーン」に取り組むとともに、「利用促進キャンペーン」等の展開によりグループ会

社と連携を図りグループ全体の収益増を目指す。

私たちＪＲ四国労組は、長引くコロナ禍から脱却し、必ず来る明るい未来を掴む

ために、チェック・提言機能を堅実に果たしていきながら、今般策定された事業計

画等の達成に向け、労使一体となって取り組むこととする。

以上
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別紙２ 

2022 年度「四国再発見増収キャンペーン」及び「利用促進キャンペーン」の展開について 

２０２２年３月 

Ｊ Ｒ 四 国 

 

新型コロナウィルス感染症による厳しい収入状況が続いている中、長期経営ビジョン 2030 で掲げる、

「連結売上 600 億円」の達成に向け、2022 年度は「四国アフターデスティネーションキャンペーン」等

の開催を契機とした積極的な営業施策を展開し、収益の確保に向けて取り組むこととする。 

また、本施策では、会社が展開するキャンペーン等と連動した施策の展開や、社員向け商品の充実を

図ることで、社員の参加意欲を高め、施策の実効性を高める。 

ついては、下記のとおりＪＲ四国グループ会社を含め全社員が一丸となり、「四国再発見増収キャンペ

ーン」に取り組むとともに、「利用促進キャンペーン」等の展開によりグループ会社と連携を図りグルー 

プ全体の収益増を目指す。 

記 

１ 四国再発見増収キャンペーン 

(1) 実施期間 

2022 年 4月 1日から 2023 年 3月 31 日まで 

(2) 対象者 

① ＪＲ四国の役員、社員、エキスパート社員、契約社員（パートナー社員及びサポーター社員。 

以下、「契約社員」という。）及び嘱託社員とする。ただし、以下の者を除く。 

ア 社員、エキスパート社員及び嘱託社員のうち、セールス業務を担当する社員 

イ 休職期間中の社員（専従休職及び出向休職を除く。） 

ウ ＪＲ四国グループ会社へ出向中の社員及びエキスパート社員 

エ ＪＲ四国以外の会社からＪＲ四国へ出向している者 

オ 非常勤の者 

② ＪＲ四国グループ会社の役員、社員等とする。 

(3) 目標 

個人ごとの金額目標は設定しないが、参加率 100％を目指す。 

(4) 対象商品 

   JR 四国の駅・ワープおよび一部のチケットレスサービスなどで販売する商品を対象とする。 

① 特別企画乗車券 

② あじな散歩道 

③ JR 四国が主催する募集型企画旅行（貸切バスツアー等を含む） 

④ JR 四国が主催する鉄道を利用する個人型旅行商品 

⑤ 別途指定する商品（ジパング倶楽部新規入会等） 

⑥ 個札乗車券類（IC・チケットレス含む） 

※ 対象商品の詳細については、別途定める。 

(5) 販売奨励金 

   ① 支給対象者 

      (2)に掲げる者を対象とする。ただし、ＪＲ四国の役員を除く。なお、ＪＲ四国グループ会社 

については、各社に対して支給する。 

② 支給対象商品 

(4)①～⑤にある商品を対象とする。なお、詳細については別途定める。 

 ※特別企画乗車券でも快てーき回数券など一部の商品は販売奨励金の支給対象外とする。 



③ 支給条件等 

目標額の廃止に伴い、換算後の増収実績が別途定める設定額以上となった場合に、指定する商 
品の増収実績全額（換算後）に対して支給する。なお、支給率及び支給方法については別途定め 
る。 

(6) 表彰 

成績優秀な社員及びＪＲ四国グループ会社に対して表彰する。 

(7) その他 

 重点商品等については、年度途中で換算率の変更及び商品の追加を行うことがある。 

２ 利用促進キャンペーン 

(1) 実施期間 

2022 年 4月 1日から 2023 年 3月 31 日まで 

(2) 対象者 

ＪＲ四国の役員、社員、エキスパート社員、契約社員（パートナー社員及びサポーター社員。以 

下、「契約社員」という）及び嘱託社員とする。ただし、以下の者を除く。 

① 出向中の社員及びエキスパート社員 

② 休職期間中の社員（専従休職を除く） 

③ 非常勤の者 

(3) 目標 

対象グループ会社 16社のうち、2社以上利用する。 

※ 目標額は設定しない。 

(4) 対象店舗 

各グループ会社が直営する事業及び店舗並びに運営管理するテナント 

【対象グループ会社一覧】（計 16社） 

ジェイアール四国バス㈱、よんてつ不動産㈱、四国キヨスク㈱、㈱ステーションクリエイト東四 
国、㈱JR四国ホテルズ、㈱ステーションクリエイト愛媛、㈱めりけんや、㈱ジェイアール四国企 
画、㈱ステーションクリエイト高知、四国開発建設㈱、四国電設工業㈱、四鉄サービス㈱、㈱ジェ
イアール四国メンテナンス、㈱駅レンタカー四国、JR徳島駅ビル開発㈱、四鉄運輸㈱ 

(5) 表彰 

成績優秀な社員に対して表彰する。 

(6) その他 

対象商品及び実績報告等の取り扱いについては別途定める。 

３ その他 

2022 年度以降、通販奨励金については制度を廃止する。 


